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エ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢
力と認められる者。なお、反社会的勢力
とは、暴力団、暴力団員、暴力団員でな
くなった時から５年を経過しない者、暴
力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋
等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴
力集団等及びこれらに準ずる者、その他
次の各号に掲げる者をいう。
 日本郵政グループ各社が提供する
サービスを不正に利用し、又は不正な
目的をもって利用する者
 日本郵政グループ各社が提供する
サービスの利用を通じて、社会的妥当
性を欠く不当な要求をする者
 その他、社会的妥当性を欠く不当な
要求をする者

オ 反社会的勢力と次のいずれかに該当す
る関係にある者
 反社会的勢力が、経営を支配してい
ると認められる関係
 反社会的勢力が、その経営に実質的
に関与していると認められる関係
 自ら、自社若しくは第三者の不正の
利益を図り、又は第三者に損害を加え
るなど、反社会的勢力を利用している
と認められる関係
 反社会的勢力に対して資金等を提供
し、又は便宜を供与するなどの関与を
していると認められる関係
 その他、反社会的勢力との社会的に
非難されるべき関係

カ 反社会的勢力に自らの名義を利用さ
せ、本入札に参加しようとする者
キ 本入札に参加しようとする者、その役
員若しくは使用人等又は下請負先、委託
先若しくはその他の契約の相手方が、自
ら又は第三者を利用して、次の各号のい
ずれの行為も行わないことを確約しない
者
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、
又は暴力を用いる行為

 風説を流布し、偽計又は威力を用い
て発注者の信用を毀損し、又は発注者
の業務を妨害する行為
 その他、前各号に準ずる行為

 競争参加資格確認申込書（以下「申込書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下
「資料」という。）の提出期限の日から開札
の時までの期間に、東京都内において、日
本郵政グループ各社により競争参加（指名）
停止、国土交通省関東地方整備局又は東京
都から指名停止を受けている者でないこ
と。

 単体及び共同企業体の代表者に求める要件
 建設業法（昭和24年法律第100号）第27
条の29に基づく総合評定値の通知が建築一
式1320点以上であること。なお、総合評
定値の審査基準日は、入札書受付締切日の
１年７か月前までとし、かつ最新のもので
あること。
 入札説明書に示す建物用途の建物で事務
所が過半の平成22年度以降に元請けとして
完成した、次の要件を満たす施工実績を有
すること。（申込書及び資料の提出期限まで
に完成しているものに限る。以下同じ。）た
だし、ア、イは異なる工事でもよい。
ア 人口集中地区（※）において、鉄骨造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、地上４
階以上かつ延べ面積が1200㎡以上の建
物の新築又は増築工事。ただし、増築工
事にあっては増築部分の工事内容がそれ
ぞれの要件を満たしていること。（共同企
業体の構成員としての実績は、出資比率
が20％以上の場合に限る。）
イ 鉄道営業線近接工事として、公益社団
法人鉄道総合研究所都市部鉄道構造物の
近接施工対策マニュアルに基づく等、近
接協議を要する工事。（同企業体の構成員
としての実績は、出資比率が20％以上の
場合に限る。）
※ 人口集中地区とは、原則として人口密
度が１平方キロメートル当たり4000人
以上の基本単位区等が市区町村の境界内
で互いに隣接して、それらの隣接した地
域の人口が国勢調査時に5000人以上を
有する地域をいい、平成27年国勢調査人
口集中地区境界図に基づくものとする。

③ 次に掲げる要件をすべて満たす技術者を
当該工事に専任で配置すること。
ア １級建築施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者。なお、「これと同
等以上の資格を有する者」とは、一級建
築士の免許を有する者又は国土交通大臣
が１級建築施工管理技士と同等以上の能
力を有すると認定した者をいう。
イ 入札説明書に示す建物用途で事務所が
過半の平成22年度以降に完成した、次の
要件を満たす工事を６か月以上経験した
者。この経験した工事は会社の施工実績
と異なってもよい。
・人口集中地区において、鉄骨造又は鉄
骨鉄筋コンクリート造で、地上２階以
上かつ延べ面積が1200㎡以上の建物
の新築又は増築工事。ただし、増築工
事にあっては増築部分の工事内容がそ
れぞれの要件を満たしていること。（共
同企業体の構成員としての実績は、出
資比率が20％以上の場合に限る。）。

ウ 監理技術者資格者証（裏面に講習修了
履歴の記載がない場合は、別に監理技術
者講習修了証が必要）を有する者。
エ 配置予定技術者は、入札参加申込書の
提出期限日において入札参加希望者と３
か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係
にあること。

 工事種別が電気又は管の場合 入札説明
書に示す建物用途で、平成22年度以降に元
請け又はこれに準ずる者（設備工事を含む
建築工事の請負者と直接契約を締結した
者）として完成した、次の要件を満たす工
事の施工実績を有すること。
・鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、
地上４階以上かつ延べ面積が600㎡以上
の建物の新築又は増築工事。ただし、増
築工事にあっては増築部分の工事内容が
それぞれの要件を満たしていること。（共
同企業体の構成員としての実績は、出資
比率が20％以上の場合に限るものとし、
共同企業体が互いに異なる工事種別で構
成された場合は、本件工事で担当する工
事種別の分野を主として施工しているこ
と。）

 次に掲げる要件を満たす技術者を当該工
事に専任で配置すること。
ア 工事種別が建築一式の場合
 １級建築施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者。なお、「これ
と同等以上の資格を有する者」とは、
一級建築士の免許を有する者又は国土
交通大臣が１級建築施工管理技士と同
等以上の能力を有するものと認定した
者をいう。
 入札説明書に示す建物用途の建物
で、平成22年度以降に完成した、次の
要件を満たす工事を６か月以上経験し
た者。なお、経験した工事は会社の施
工実績と異なってもよい。
・鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
で、地上２階以上かつ延べ面積が
600㎡以上の建物の新築又は増築工
事。ただし、増築工事にあっては増
築部分の工事内容がそれぞれの要件
を満たしていること。（共同企業体の
構成員としての実績は、出資比率が
20％以上の場合に限る。）

 共同企業体の代表者以外の構成員に求める
要件
 建設業法（昭和24年法律第100号）第27
条の29に基づく総合評定値の通知が建築一
式の場合は1200点以上、電気又は管の場
合は1100点以上であること。なお、総合
評定値の審査基準日は、入札書受付締切日
の１年７か月前までとし、かつ最新のもの
であること。
 工事種別が建築一式の場合 入札説明書
に示す建物用途で、平成22年度以降に元請
けとして完成した、次の要件を満たす工事
の施工実績を有すること。
・鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、
地上４階以上かつ延べ面積が600㎡以上
の建物の新築又は増築工事。ただし、増
築工事にあっては増築部分の工事内容が

それぞれの要件を満たしていること。（共
同企業体の構成員としての実績は、出資
比率が20％以上の場合に限るものとし、
共同企業体が互いに異なる工事種別で構
成された場合は、建築一式工事を主とし
て施工していること。）
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